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　商品化58件、起業１件の成果があります。「抹茶オーレ
Ｈ＆Ｓ・小豆オーレＨ＆Ｓ」は静岡県との連携から製造
が始まり、「牛肉のからすみ・牛とろの熟成パテ」ほか
は全国各地での表彰を受ける商品となっています。

　平成25年までの累計で、健康機能性・利用特性を活
用した開発商品の売上額は10.1億円、素材を活用した
末端商品の全国への展開はおよそ33億円と推計され
ます。今後も安定した市場規模の維持が期待されます。

【食品の機能性・安全性評価システムの構築】
　地域において、１）健康機能性・利用特性の解析、２）抽出・
製造技術の開発、３）安全性試験の実施、４）ヒト介入試験に
よる検証、といった一連の流れによる食品の機能性と安全性
を評価するシステムを確立しました。素材・食品開発や食品の
安全性の確保において、大学、公設試、企業、病院、地域住民
が参加し、産学官「民」といえる連携体制を構築しています。

① 健康機能性・利用特性を活用した商品開発
　　製造技術、利用特性、健康機能性の研究を行ったベタ
　イン、イヌリン、小豆ポリフェノール等の素材を活用した商
　品展開が進んでいます。北海道３拠点（札幌、函館、帯広）
　での取組や、静岡県との地域間連携を新商品開発へとつ
　なげています。地域での商品開発力が着実に向上し、新商
　品開発や既存商品の品質改善の機運が醸成されています。

② 動物・食品検査診断センターの設置
　　平成26年に帯広畜産大学において、食の安全性を担保
　する役割を担う「動物・食品検査診断センター」を設置し
　ました。検査部門が独立して強化され、検体の一元管理を
　行います。検査業務の国際認証の取得を目指しており、外
　部から検査依頼を本格的に受け付ける運用の準備を進め
　ています。動物衛生・食品衛生の研究・教育の場として、人
　材育成・卒後教育の役割も担っています。

食品の機能性・安全性に関する研究・開発

① 健康機能性・利用特性を活用した商品群

② 動物・食品検査診断センターの外観

食の機能性・安全性に関する高度な技術開発と
その事業化によるアグリ・バイオクラスターの形成

参画機関（太字は核となる研究機関）
産…日本甜菜製糖、コスモ食品、日本ハム、
　　エーエムアール　ほか　　
学…帯広畜産大学、静岡大学、名寄市立大学、
　　岐阜大学　ほか
官…とかち財団、
　　農研機構北海道農業研究センター　ほか

URL.http://www.tokachi-zaidan.jp/t-cityarea_new/

●都市エリア型（発展）（平成21年～25年度）

本事業のねらい

　十勝地域は全国有数の農畜産物の生産基地で、「フードバレーとかち」を旗印に１９市町村が一体となり「食」
と「農林漁業」を中心とした地域産業政策を展開しています。「とかちＡＢＣプロジェクト」はアグリ・バイオクラ
スターの基盤形成による「食の価値を創出する」取組として、加工副産物や農作物からの機能性素材の製造と解
析、食品の安全性を確保するための新検査技術の開発を行い、「動物・食品検査診断センター」の設置・運用を
進めています。

◆試作品271件、新商品開発145件（実施期間累計）
　試作品199件、新商品開発145件（平成25～26年度累計）
◆製品製造出荷額（実施期間累計額）：約12億円
　製品製造出荷額（平成25～26年度累計）：約55億円
　PG配合飲料酢「PG-inリンゴ酢」、PG配合化粧水「リペア　
　ミスト」、PG配合サプリメント「三陸鮭王」

◆PG素材市場規模予測
　2億円（平成27年度）、26億円（平成32年度、競合
　市場の約3割）
◆PG関連商品の市場規模予測
　平成27年度　全体20億円、うち弘前エリア6億円
　平成32年度　全体260億円、うち弘前エリア80億円

【PGの商品化支援】
　青森県産業技術センター内に設置した産学官連携による研
究実用化推進チームが中心となる商品開発研究会を積極的に
開催し、これまでの研究成果の技術移転を促進することで短
期間にPG商品開発が自発的に行われる仕組みを作り、商品化
をフォローすることで、地元の参画企業が青森県産素材とPG
をマッチングさせた美容製品及び健康食品の開発を行い、県
内外企業40社においてPGを活用した商品を販売できました。

① 開発した商品群
　　青森県独自素材でこれまでに有力な化粧品素材と考え
　られているりんごやふのり、ガマズミ等を化粧品素材化、
　健康食品としての素材化を行い、更には事業で開発した
　PG定量法を用い、主要な食品中でのPGの濃度変化を分
　析して、PGを利用した化粧品（シャンプーや乳液等）や高
　機能性食品等を試作し、地方発の健康食品及び化粧品と
　して商品化しました。

② 商品化数及び商品化企業数の推移
　　新商品数は平成22年度16件と少なかったものの、平成
　23年度は63件、平成24年度62件と増加し、それぞれ事
　業目標値を大きく上回りました（平成25～26年度累計
　145件）。その主な要因は、ベンチャー数や既存の健康食
　品美容製品販売企業の商品数の増加ではなく、県外企業
　の商品化数の増加と、伝統的産業を支えてきた県内企業
　の社内創業数の増加と考えられました。

本事業のねらい

　弘前大学が蓄積した糖鎖工学の豊富な知的・人的財産並びにプロテオグリカン（以下「PG」とする）の大量精製技
術を活用し、都市エリア産学官連携促進事業で得られた独創的な研究成果をもとに、機能性食品や化粧品、医薬
品等の開発を加速させ、地域の産学官連携強化のもと、具体的な商品開発と新規ビジネス創出促進により、本県
の地域特性を生かした「健康（ヘルス）・美容（ビューティー）」関連産業クラスターの形成に取り組むものです。

十勝エリア

製品化実績等 今後の市場規模（見込み）等

製品化実績等 今後の市場規模（見込み）等

ＰＧを活用した化粧品及び高機能性食品、
医薬品等の開発

① 開発した商品群

② 商品化数及び商品化企業数の推移

プロテオグリカンをコアとした津軽ヘルス＆
ビューティー産業クラスターの創生

参画機関（太字は核となる研究機関）
産…角弘、サンスター、

　　一丸ファルコス　ほか

学…弘前大学

官…青森県産業技術センター、

　　青森県、弘前市　ほか

URL.http://www.proteoglycan-japan.net/project/

●都市エリア型（発展）（平成22年～24年度）

弘前エリア
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商品化を行っているのは、ベンチャーと社内創業商品化を行っているのは、ベンチャーと社内創業商品化を行っているのは、ベンチャーと社内創業

ベンチャー及び社内創業企業数割合
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